








































































































































































る（Diane Ravitch et al. New York Schools Under 



























































































































数値目標、基準（Adequate Yearly Progress, AYP）
を設定し、学区、学校ごとに達成状況を報告しな
ければならない。もし、学校が AYP を達成する
ことに失敗したならば「改善が必要」との認定を
受け、廃校処分に至るまで、段階的な強制介入を
うける。1965年の初等中等教育法以来形成され
てきた連邦―州―学区―学校の政府間関係は、
NCLB 法によって、成果管理に基づくアカウンタ
ビリティ・システムへと再編されてきているので
ある。
7 わが国の教育委員会制度の改革の在り方について
①直接参加民主主義の機関としての教育委員会／
学校協議会づくり
　米国における人民主権の教育統治論は、子ども
の学習権保障や親の教育の自由を損なうような
（学区）教育政府はいつでも廃し、新しい教育政
日米の教育委員会制度改革の動向（坪井）
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府ないしは教育統治形態を選び創ることは人民の
権利であるとする。教育委員会制度は、教育人権
保障のための教育政府として生成発展してきた。
教育ガバナンス論は、一人ひとりの自己統治から
組み立てられており、教育統治主体である保護者
と学校とのダイレクトな関係が最も重視されてお
り、直接参加民主主義が大原則になっている。初
期の学校委員会やウォード委員会、1970～80年
代の地域教育委員会そして今日の学校委員会やリ
ーダーシップ・チームなど、常に学校地域におけ
る教育自治が基本にすえられている。このような
教育委員会制度の歴史を踏まえるならば、今日の
教育委員会―学校委員会（リーダーシップ・チー
ム）制度は、教育統治システムを一人ひとりの自
己統治から組み立て直し、人民から遊離し肥大化
した学区教育委員会の権限を校区に取り戻すこと
によって、校区レベルに新たな教育自治コミュニ
ティ（政府）を創出する試みといえよう。わが国
においても、直接参加民主主義を学校地域レベル
でどう整備していくのか。統治主体としての保護
者住民の参加と教育公論の場の形成が、「新しい
教育委員会」の土台づくりとして重要だろう。
②共同統治の機関としての学校協議会づくり
　米国教育委員会制度は、素人による学校統制の
原則から共同統治（shared governance）に発展し
てきている点にも歴史的特質がある。初期の教育
委員会には、教育行政専門職など皆無であって、
すべての教育事務を住民が分担していた。そこか
ら教育長や校長職が教育行政専門職として発展
し、19世紀末から20世紀にかけて教育行政専門
職中心の教育統治が、能率に最高の価値を見出し
推し進められた。その後、1960年代の非白人住
民と学校との激しい対立を経て、教育統治主体で
ある父母住民と、学校経営専門職である校長、教
授学習活動に責任を負う教職員が、学校委員会や
リーダーシップ・チームを組織し、共同して学校
を運営するというのが共同統治である。
　父母住民は教育共同体への持続的参加を通し
て、教育統治・自治能力を高めていく。そして、
校長や教職員は、学習主体である子どもの発達要
求に応えるのみならず、父母住民の疑問や要求に
も丁寧に応え、応答的な関係性を築いていく専門
的力量とリーダーシップが期待されている。
　教育委員会制度は、素人代表の教育委員会が教
育行政専門職である教育長を置き、その助言を得
て合議していくという教育行政の民主主義原則に
たっている。これに対して、学校教育と教育行政
の接点に位置する学校協議会は、素人（保護者・
住民）と専門職（校長・教職員）それに学習主体
である生徒との直接的な対話により学校を運営し
共同統治（shared governance）していく、教育と
教育行政の新しい民主主義スタイルである。
③教育委員会と学校（協議会）との学習的関係性
の構築―指導助言行政の質的転換
　学校協議会を媒介にして、教育と教育行政の新
しい関係性を築いていく際のキーワードは、学校
地域の全構成員相互の主体的で双方向の拡張的な
「学び（learning）」である。学校地域構成員に潜
在している自己統治能力（ガバナビリティ）を学
習的関係性の中から引きだすことによって、学習
権保障ないし学校づくりの力能（capacity）を高
めていくのである。全構成員へのニーズ調査に基
づく学校教育目標／自治体教育目標の設定や評価
の過程にも、教職員、生徒、保護者の学習があ
る。このことは、教育委員会と学校との関係にお
いてもあてはまる。教育委員会の政策もまた、学
校（協議会）の実践に学び応答していくのであ
る。この点では、教育委員会（教育長）と学校と
を繋ぎ、教職員と対等な立場で学校づくりを支援
するファシリテーターやコーチなど新しい専門技
術的アドバイザーの役割にも注目したい。学校地
域の全構成員の学習的関係を築き、学校への期待
と信頼の風土を醸成していくことによって、教育
自治をすすめ、権力を民主的に規制していくこと
が期待される。
　わが国の三者協議会は子ども参加に重点をおい
ており、教職員が子どもと大人の相互的な関係性
を権利として組織しており、決してガバナンス主
体である保護者・住民が中心に組織してきたわけ
ではない。教育委員会は、学校に対して一方的に
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政策や教育振興基本計画を押し付けることなく、
学校協議会を土台に据えることによって、教育人
権を護る教育行政組織たりうるのである。
おわりに
　今回の日本の改革案の一番の問題は、こうした
「共同統治」「双方向性」の考え方が全くないこと
である。提案されている改革によれば、保護者や
住民の声を学校教育に反映させる方法は「首長選
挙」だけである。果たして、選挙演説で、教員や
子どものニーズに真摯に応答する教育長を選ぶ人
かどうか判断できるだろうか。
　もし、中教審のいう改革案を導入するなら、少
なくとも、教育長の選考組織と研修制度を確立す
べきである。単に首長の考えだけでなく、学校現
場と行政とのかけはし、教育委員会と子どもとの
かけはしになり得る選び方、教育長教育をしっか
り整備する必要がある。
　もう一つは、大阪府のように首長の顔色を見て
暴走する教育長を監視できる制度設計も必要であ
る。米国には、教育長を規律する分厚い教育政策
集が教育委員会によってつくられている。この重
要政策集の枠内で、教育長の専門的リーダーシッ
プが発揮されている。
　現場への一方的なトップダウンになって、苦し
むのは教員以上に子どもである。短期で結果が出
るような教育はろくな教育ではない。お役所まか
せでなく、子どもを真ん中に、保護者と教職員と
の直接的対話と共同により学校を創っていくとき
である。合議制の教育委員会を廃止してはならな
い。
